地域密着型事業所における看取り実施と運営推進会議の活用についての検討 by 北村 育子 & 永田 千鶴
日本福祉大学社会福祉学部





























































































































































（ア）利用者の変化を記録し関係職種で随時共有 117（96%） 90（69%） 208（81%）
（イ）利用者入院後の家族支援と関係機関への情報提供 102（84%） 95（73%） 198（77%）
（ウ）医師・医療機関との連携体制確保 113（95%） 75（58%） 190（74%）
（エ）職員が葬儀に参列・職員と家族のお別れ会など 106（87%） 77（59%） 185（72%）
（オ）看護職員のオンコール体制確保 101（84%） 50（39%） 151（59%）
（カ）看取り介護時に個室利用 99（81%） 44（34%） 143（56%）
（キ）看取り介護に関する職員研修 87（75%） 28（22%） 116（45%）
（ク）介護職員が行う観察項目の標準化 80（68%） 35（27%） 115（45%）
（ケ）看取り期の医療内容の書面による説明と意思確認 91（86%） 21（16%） 113（44%）
（コ）看取り介護計画の随時説明と同意取得 88（72%） 20（15%） 108（42%）
（サ）職員のグリーフケア 60（49%） 16（12%） 77（30%）
（シ）看取り介護終了後の振り返り 57（47%） 14（11%） 71（28%）
（ス）看取り介護指針・体制の実績を踏まえた見直し 62（51%） 9（7%） 71（28%）
（セ）家族のグリーフケア 50（41%） 10（8%） 61（24%）
（ソ）看取り介護についての家族等への報告会 33（27%） 9（7%） 42（16%）












利用者家族 119（98%） 119（92%） .038*
民生委員 105（86%） 110（85%） .745
自治会・町内会代表 105（86%） 106（82%） .331
地域包括支援センター 90（74%） 106（82%） .138
市町村職員 79（65%） 74（57%） .203
利用者 69（57%） 60（46%） .099
他事業所の管理者 30（25%） 35（27%） .672
学識経験者 31（25%） 18（14%） .020*
老人クラブ 18（15%） 16（12%） .570
ボランティア活動グループ 16（13%） 19（15%） .731
介護相談員 15（12%） 19（15%） .590
介護経験者 16（13%） 11（9%） .233
地域の医療関係者 13（11%） 11（9%） .553
幼稚園・保育所・学校関係者 11（9%） 4（3%） .046*
認知症サポーター 8（7%） 4（3%） .195
地域の NPO法人 0（0%） 3（1%） .091










事業内容報告 122（100%） 130（100%） ―
行事報告 114（93%） 120（92%） .727
地域との交流報告 105（86%） 102（79%） .115
防災訓練・非常時対応 101（83%） 102（79%） .386
自己評価・第三者評価報告 99（81%） 93（72%） .073
利用者家族の意見・要望 92（75%） 96（74%） .776
事故・ヒヤリハット報告 88（72%） 88（68%） .443
職員研修報告 83（68%） 70（54%） .021*
職員配置・異動報告 78（64%） 63（49%） .013*
実地指導報告 74（61%） 61（47%） .029*
事業所理念・サービス提供方針 71（58%） 58（45%） .031*
食事・健康管理・感染症予防 70（57%） 52（40%） .006*
ターミナルケア・看取り 58（48%） 9（7%） .000*
年間目標 56（46%） 56（43%） .652
介護保険制度・介護報酬 43（35%） 25（19%） .004*
身体拘束・虐待防止 41（34%） 21（16%） .001*
ケース検討会 33（27%） 26（20%） .187
認知症学習会・啓発 31（25%） 24（19%） .182
事業所の将来計画 29（24%） 16（12%） .018*







































　現職に就くまでに経営の経験がある人は 25％，経験年数の幅は 1年～ 28年半（平均 8年 6か




























地区自治会との関係構築・維持 102（84%） 96（74%） .059
行政機関との関係構築・維持 98（80%） 86（66%） .011*




人材確保，人材・労務管理，人材開発 88（72%） 78（60%） .042*
ボランティアの活用 85（70%） 73（56%） .027*
職員の処遇の維持・改善 78（64%） 65（50%） .026*




地域の福祉ニーズの把握・掘り起こし 48（39%） 30（23%） .005*















































ボランティアを有効に活用したいと思う 119（98%） 123（95%） .178
地域住民との交流の機会がある 116（95%） 114（88%） .055










































































































めの自発的な小集団を組織内に誕生させ（Lewis, Packard, & Lewis 2012）．スタッフが知識や
スキルを主体的に獲得するよう促す，主体性にもとづく学習は，チームの形成やアイデアの共
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